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１ はじめに 

あらゆる分野の行政課題に的確に対応するためには、男女を問わず職員一人

ひとりが能力を発揮することが必要であり、複雑多様化する市民ニーズに応え

るよう、これまで以上に女性の視点や価値観を政策等に反映することが大切に

なっています。  

しかしながら、現状を見ますと女性職員は、出産や育児、介護等のライフイ

ベントに伴い、時間の制約を受けることも多く、その経験や能力を十分活用で

きない場合があります。 

職員に占める女性の割合が増加傾向にある中、組織全体の活性化を図る上で

も女性がそれぞれの役割を担い、継続して活躍することが重要であり、そのた

めの働きやすい職場環境は不可欠と考えます。  

この計画は、男女を問わず全ての職員が能力を最大限に発揮し、いきいきと

活躍できる職場環境の実現を目指すものです。 

さらには、特に女性職員の活躍推進に向けた実効性の高い取り組みについて、

指針を策定したものです。 

 

２ 計画期間 

 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」

という。）は平成２８年度から平成３７年度までの１０年間の時限法ですが、こ

の計画は、その前半の平成２８年度から３２年度までの５年間を計画期間とし、

５年ごとに見直しを行います。 

 

３ 計画の推進体制 

（１）女性職員の活躍推進に向けての取組を効果的に推進するため、次世代育

成に関する取り組みとのバランス等を考慮し、各部局における人事担当者

等からなる「伊勢崎市次世代育成支援及び女性活躍推進特定事業主行動計

画策定・推進委員会（以下「推進委員会」という。）」を設置します。 

（２）職員に対して、女性活躍推進に関する研修や情報提供等を実施します。 

（３）この計画の実施状況については、推進委員会において、計画の推進状況

を把握・点検するとともに計画の進行管理を行います。 
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４ 計画の対象職員 

 この計画は、市長、市議会議長、選挙管理委員会、農業委員会、代表監査委

員、公平委員会、水道事業の管理者、消防長及び教育委員会が任命する職員の

うち、非常勤の職員及び臨時的任用職員を除く、一般職の職員（再任用短時間

勤務職員を除く）全員を対象とします。 

 ただし、教育委員会職員のうち、県費負担教職員及び四ツ葉中等教育学校教

員は除くものとします。 

＊県費負担教職員及び四ツ葉中等教育学校教員の勤務条件は群馬県の条例に基づくものとなっています。

そのため、本市教育委員会は、群馬県教育委員会が県立学校教職員を対象に策定する特定事業主行動計

画を踏まえて、県立学校教職員と本市の県費負担教職員及び四ツ葉中等教育学校教員との間で権衡（バ

ランス）を失することのないように、群馬県教育委員会が策定する特定事業主行動計画との調整を図り

適切な措置を講じるものとします。 

 

５ 具体的な内容 

女性活躍推進法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内

閣府令第６１号）第２条に基づき、各人事担当課において、過去 3 年間におけ

る女性職員の職業生活での活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情につい

て分析を行いました。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、

次世代育成対策特定事業主行動計画との整合性を確保しつつ、次のとおり目標

を設定します。 

また、おおむね水準を達成している分野についても、現水準を維持できるよ

う積極的に推進を図ります。 

 

○ 採用及び登用関係 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合 

事務職として採用した職員の過去３年間の推移では、平成２５年４月採用が、

２６人うち女性が１２人、平成２６年４月採用が、４１人うち女性が１７人、

平成２７年４月採用が、５６人うち女性が２４人であり、事務職採用者に占め

る女性数は、ほぼ半数を占めています。今後も男女の採用数のバランスを保ち

ながら男女の区別なく優秀な職員を採用していきます。 
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（２）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

平成２７年４月における行政職の職員１，４３１人の内、女性職員数は５７

１人であり全体に占める女性の割合は約４０％となっています。 

行政職の職員全体に占める係長職以上の女性職員の割合は、平成２５年度で

は４１２人うち女性が６８人（１６．５％）、平成２６年度では４１４人うち

女性が７０人（１６．９％）、平成２７年度では４２７人うち女性が８６人（２

０．１％）となっています。 

現在、係長職への登用は、申込みによる選考により、課長職へは課長昇任試

験を実施するなど優秀な人材を管理的地位にある職へ登用しています。しかし

ながら、社会における制度や慣行、性別による固定的役割分担等を反映し、特

に課長昇任試験を受験する女性職員が少ない現状があります。 

今後とも男女の育児休業等の両立支援制度の活用、長時間労働などの働き方

の見直しに取り組み、管理・指導的地位に成長していく人材の育成に努めます。 

 

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合を３０％とするこ

とを目指します 

 

（３）各役職段階に占める女性職員の割合 

各役職段階にある職員における女性職員の割合では、主事から主査の役職に

ある職員では、ほぼ半数が女性職員となっており、これは採用者に占める女性

職員の割合が適性であると考えられます。 

しかしながら、係長代理での段階では、女性職員の割合が７０％を超えてい

ます。こうした背景には、平成２６年まで行っていた係長昇任試験の影響や係

長昇任時が子育て期と重なり、女性に子育ての比重が多いことなどが考えられ

ます。 

現在は、係長昇任試験を取りやめ、男女の区別なく優秀な職員を選考により

登用する取り組みを実施しています。さらには、男女の働き方・暮らし方の見

直しなど、生活と仕事の調和（ワーク・ライフ・バランス）や管理職に対する

意識啓発に取り組みます。 

 

係長代理にある職員に占める女性職員の割合を６０％とすること

を目指します 
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○継続就業・仕事と家庭の両立 

 （１）平均した継続勤務年数の男女の差異 

各年度における男女別の継続勤務年数は、平成２５年度は、男性職員約１

８．３年に対し女性職員約１８．５年、平成２６年度は、男性職員約１７．

２年に対し女性職員約１７．８年、平成２７年度では、男性職員約１６．２

年に対し女性職員約１６．８年となっており、男女間の継続勤務年数の差は

無い状況です。今後も女性職員が安心して長く勤められるような、自己申告

制度の活用による人事配置や職場環境づくりに努めます。 

 

（２）男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

女性職員の育児休業取得率については、過去３年間の実績から１００％と

なっております。今後も育児に専念できるような職場環境づくりを進めます。

また、平成２６年度末に育児休業を終了した職員の平均取得期間についても、

約５７５日となっており、今後も育児休業に伴う代替職員の完全配置など安

心して育児休業を取得できるよう努めます。 

しかしながら、男性職員における育児休業の取得については、過去３年間

で２件であり、取得を積極的に推進しているにもかかわらず、未だ取得が進

んでいないのが現状です。 

今後は、男性の育児参加を進めるため、より一層の周知と啓発を図るとと

もに、所属長に対し取得しやすい職場環境の改善に向けた取り組みを行いま

す。 

 

  男性職員が育児休業を取得できる職場環境づくりを目指します 

 

（３）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取

得日数 

男性職員の配偶者出産に伴う休暇については、平成２７年度の実績では、

該当者６８人中５９人（8６．8％）が取得しています。配偶者出産休暇に

ついては、該当する全ての職員が３日間取得できるよう職場への周知を図る

とともに、育児参加のための休暇についても、取得可能日数５日間を取得で

きるよう併せて周知の徹底、職場環境の改善を図り積極的な休暇取得に取り

組みます。 
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男性職員の配偶者出産に伴う育児休業等の取得率を８０％とす

ることを目指します（※出産前後における特別休暇等の取得を含みます） 

 

（４）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

職員一人当たりの超過勤務時間については、市民ニーズの多様化や権限委

譲等による事務事業の増大等などにより、平成２４年度が平均７．３時間（男

性８．３時間、女性５．７時間）、平成２５年度が平均７．８時間（男性８．

８時間、女性６．２時間、前年比６．２%増）、平成２６年度が平均９．１

時間（男性１０．４時間、女性７．１時間、前年比１５．７%増）と、この

３年間徐々に増加傾向にあります。しかしながら、職場によるばらつきや職

場内においても係間によるばらつきも見受けられます。 

今後とも「時間外勤務の縮減に関する指針」に基づき、毎週水曜日のノー

残業デーの徹底、業務分担見直しや管理職の長時間勤務是正に向けたマネー

ジメントなどの研修などを実施し、超過勤務の縮減を目指していきます。 

 

職員１人当たりの時間外勤務時間数を５％の縮減することを目指

します（※計画期間初年度と最終年度との対比とします） 

 

６ おわりに 

この特定事業主行動計画の実施によって、すべての職員がワーク・ライフ・

バランスの重要性を強く認識することが重要になります。 

そのためには、長時間労働などの働き方の見直しや、家事・育児・介護への

参画に向けた環境を整えることが必要であり、女性の職業生活における活躍を

推進し、一人ひとりが豊かで活力ある環境の実現を目指します。 

同時に、円滑かつ継続的な仕事と家庭の両立を可能にするとともに、男性職

員における育児等への意識改革に向けた啓発促進に努めることにより、職員の

多様な生き方、働き方を実現し、ゆとりある豊かで活力あふれる職場環境を整

備していきます。 

本計画の推進により、将来、地域社会においても次代を担う子どもたちが健

やかに生まれ、育てられる環境が形成されることを期待してやみません。 
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○伊勢崎市次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律の特定事業主等を定める規則  

平成１７年４月１日 

規則第２４５号  

次世代育成支援対策推進法施行令（平成１５年政令第３７２号）第２項の規

定に基づき、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１９

条第１項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律施行令（平成２

７年政令第３１８号）第１条第２項の規定に基づき、女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（平成２７年法律６４号）第１５条第１項の地方公共

団体の機関、その長又はその職員で規則で定めるものは、次の表の左欄に掲げ

るものとし、それぞれ同表の右欄に掲げる職員についての特定事業主行動計画

を策定するものとする。  

市長 市長が任命する職員 

議会 議会の議長が任命する職員  

選挙管理委員会 選挙管理委員会が任命する職員  

代表監査委員 代表監査委員が任命する職員  

公平委員会 公平委員会が任命する職員  

農業委員会 農業委員会が任命する職員  

水道事業の管理者 水道事業の管理者が任命する職員  

消防長 消防長が任命する職員 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○伊勢崎市次世代育成支援対策及び女性活躍推進特定事業主行動計画策

定・実施委員会設置要綱  

平成１７年４月１日 

（設置） 

第１条 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１９条第

１項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律

第６４号）第１５条第１項の規定に基づく特定事業主行動計画（以下「行動

計画」という。）を策定及び実施するため、伊勢崎市次世代育成支援対策及

び女性活躍推進特定事業主行動計画策定・実施委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 行動計画案の策定に関すること。  

(2) 行動計画の実施方策及び進行管理に関すること。  

(3) 行動計画の改定に関すること。  

(4) その他行動計画の推進に関すること。  

（組織） 

第３条 委員会は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。  

２ 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員長には総務部長の職にあ

る者を、副委員長には総務部副部長の職にある者をもって充てる。  

３ 委員長は、会務を統括し、委員会を代表する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。  

（会議） 

第４条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、議長と

なる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、関係職員を会議に出席させ、行動

計画についての意見を求めることができる。  
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（庶務） 

第５条 委員会の庶務は、総務部職員課において処理する。  

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が委員会に諮って定める。  

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、決裁の日（平成２２年５月１０日決裁）から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、決裁の日（平成２８年３月３１日決裁）から施行する。  

別表（第３条関係） 

委員長 総務部長  

副委員長 総務部副部長  

委員 職員課長  

人権課長  

こども保育課長  

水道局総務課長  

消防本部総務課長  

経営企画部企画財政課長  

議会事務局庶務課長 

選挙管理委員会事務局選挙課長  

農業委員会事務局長 

監査委員事務局監査課長  

公平委員会事務局長 

教育部総務課長  
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職員団体が推薦した者２人  
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